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研究情報公開資料（オプトアウト用） 

この公開情報をご覧になって、 

 

 

 

 

 

などの場合は、下記 12.の「お問い合わせ先」までご連絡ください 

研 究 管 理 番 号 

（ 受 付 番 号 ） 
YCR24014 

1 研 究 課 題 名 
ブシャール結節に対する AVANTA 人工関節背側アプローチの術後成績 

－PIP 関節自動屈曲可動域の推移調査－ 

2 

研 究機関および 

研 究 責 任 者 

（ 研 究 分 担 者 ） 

（共同研究機関） 

研 究 機関： 医療法人社団あんしん会 四谷メディカルキューブ 

研究責任者： 医療技術部 リハビリテーション科 作業療法士 石橋 賢一 

分担研究者：手の外科・マイクロサージャリーセンター 医師 平瀬 雄一 

 医療技術部 リハビリテーション科 作業療法士 竹田 絵理子 

 医療技術部 リ〃ビリテーション科 作業療法士 伊川 真実 

 医療技術部 リ〃ビリテーション科 作業療法士 岡村 慶太朗 

 医療技術部 リ〃ビリテーション科 作業療法士 徳山 静香 

3 
研 究 期 間 

調 査 期 間 

研究期間    開始：院長許可後      ～ 終了：2025 年 12 月 31 日 

情報等調査期間 開始：2022 年 1月 1日 ～ 終了：2025 年 12 月 31 日 

4 
研究の背景・目的 

・ 意 義 ・ 方 法 等 

当院ではブシャール結節に対し一体型シリコンインプラント(商品名：AVANTA 人工

指関節®,Small Bone innovation 社)を用いた背側アプローチを施行しています。術後

はPIP関節可動域訓練を中心に運動療法を行っていますが、屈曲可動域の獲得に難

渋する症例を経験することがありました。そこで今回、術後の短期成績と PIP 関節屈

曲可動域の推移に着目し調査したので報告します。 

5 
研 究 の 対 象 

と な る 方 
2023 年 1月∼2023 年 12 月の間に手術し,術後 6か月経過観察が可能であった方。 

6 

試 料 ・ 情 報 等 の 

利用目的、利用方

法 

カルテより、評価した項目を抽出し、術前後の有意差について統計学的手法を用い

て解析します。また、どの項目が術後成績に影響を与えているかどうかを検討しま

す。 

7 
研究に用いる試料・ 

情報の種類（項目） 

個人情報保護のため、診療情報は個人情報管理責任者が連結可能匿名化した上

で、研究・解析に使用します。匿名化の方法については、個人を識別できる情報(氏

名、住所、生年月日等)を削除して、対象者ごとに研究コードを付します。 

調査項目は、｢性別、年齢、利き手、安静時・運動時の疼痛、PIP 関節の関節可動

域・側屈角度、握力、Quick DASH score｣とし、診療録から確認します。 

8 
試料・情報を利用 

す る 者 の 範 囲 
上記 2 と同じ範囲の者 

9 
試 料 ・ 情 報 の 

管 理 責 任 者 
上記 2に示した研究責任者 

1.ご自身が研究の対象になっているのかどうかがよくわからない 

2.研究の内容や利用される試料・情報について詳しく知りたい 

3.ご自身の情報が研究に用いられることを拒否したい 

～この場合はお申し出により、試料や情報の研究への利用を停止します 
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10 計画書等の閲覧 

研究計画書及び研究の方法に関する資料を閲覧可能です。 

下記 12.のお問い合わせ先までご連絡ください。ただし、知的財産権の保護等に支障

がある場合は閲覧できないこともあります 

11 
そ の 他 の 開 示 

す べ き 情 報 

個人情報については、一定の条件の下で開示可能です。 

下記 12.のお問い合わせ先までご連絡ください。ただし、他の対象者の個人情報に支

障があるなどの場合は開示できないこともあります。 

12 お問い合わせ先 

 

試料・情報が研究に用いられることについて、ご本人（あるいは代理人）が了承されな
い場合は、下記の連絡先までお申し出ください。 
 

連絡先所属：医療技術部 リハビリテーション科 

氏 名：作業療法士 石橋賢一 

住 所：東京都千代田区二番町 7-7 

電 話：03-3261-0401 

メ ー ル：Mail:k-ishibashi@mcube.jp 

 

診療情報を研究に用いるにあたっては、個人情報保護のため個人を識別できない状態にして 6.の目的のためだ

けに使用します。また研究成果を学会や論文で発表する際は、「個人を特定できる情報を削除した上でデータ処

理、解析」したものを使用します。 


